
第5章 自治体による保証に基づく耐震補強奨励制度の効果に関する分析

図5-43行 政側の地震前後 の費用負担の変化 その1(全 壊時の支援金:補 強費用の2倍)
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図5-43行 政側の地震前後の費用負担 の変化 その2(全 壊時の支援金:補 強費用の2倍)
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第5章 自治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度の効果に関する分析

図5-44保 証による支援 金を変えた場合の行政側の地震前後 の費用負担の変化(ケ ースd)
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図5-45保 証による支援金 を変えた場合の行政側の地震前後の費用負担 の変化(ケ ースh)
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第5章 自治体による保証に基づく耐震補強奨励制度の効果に関する分析

図5-46保 証による支援金 を変えた場合の行政側の地震前後 の費用負担の変化(ケ ースj)
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第5章 自治体による保証に基づ く耐震補強奨励制度の効果に関する分析

図5-47保 証による支援金 を変 えた場合の行政側の地震 前後の費用負担 の変化(ケ ース1)

5.6ま と め

本章では,耐 震補強保証制度を実施に運用す るにあた り,ど のよ うな地震動が想定 され る地域で制度

導人 による住民 ・行政側の費用負担の軽減が見込めるかを詳細に分析す ることを目的 とす る.ま ず初め

に,4章 で整理 した兵庫県南部地震後の被災者支援の実績およびその他の諸データに基づき,耐 震補強

保証制度が適用 された場合の住民側および行政側の地震前後での費用負担モデルを構築 した.次 に,地

震動の異なる様 々な地域に立地す る持 ち家木造住宅1万 棟を対 して耐震補強保証制度 を適用 した場合の,

地震前後の住民 ・行政側の支出 と保証に基づ く被災建物に対する支援金支払いのバ ランスを検討 し,保

証に基づ く支援金の妥当な設定額 について分析 を行 った.こ れ によ り,条 件によっては,保 証制度に基

づ き全壊時に耐震補強費用の5～7倍 といった多額の奨励金を支給 した として も,制 度の普及によって

行政負担総額 を軽減で きることが明 らか となった.今 後は これ らの基礎 的な分析結果を踏 まえて,耐 震

補強保証制度の実地域での運 用手法について検 討を深めて いきた い.
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